
高知家健康会議2018（高知版日本健康会議）の概要

➀予防・健康づくりの推進
②健康経営の推進
③高知版地域包括ケアシステムの構築

「高知家」の家族の皆様が、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる高知県の実現を目指し、県内の保健
医療福祉関係団体、保険者、経済団体、報道機関などの民間組織や、教育機関、行政機関など幅広い分野の関係
者が連携し、一丸となって家族全員の生活の質（QOL）の向上を図ります。

            

■保健医療関係団体
一般社団法人高知県医師会、一般社団法人高知県歯科医師会、公益社団法人高知県薬剤師会、
公益社団法人高知県看護協会、高知県医療ソーシャルワーカー協会、公益社団法人高知県栄
養士会、高知県歯科衛生士会、公益社団法人高知県理学療法士協会、一般社団法人高知県作
業療法士会、高知県言語聴覚士会、公益財団法人高知県総合保健協会、一般社団法人日本医
療法人協会高知県支部、公益社団法人全日本病院協会高知県支部、一般社団法人日本病院会
高知県支部、一般社団法人高知県訪問看護連絡協議会、高知県食生活改善推進協議会、独立
行政法人労働者健康安全機構高知産業保健総合支援センター、特定非営利活動法人日本健康
運動指導士会高知県支部、高知県健康づくり婦人会連合会、高知県ウォーキング協会、高知
県レクリエーション協会、一般社団法人高知医療再生機構
■介護・福祉関係団体
社会福祉法人高知県社会福祉協議会、高知県民生委員児童委員協議会連合会、高知県社会福
祉士会、高知県介護福祉士会、高知県老人福祉施設協議会、高知県介護老人保健施設協議会、
高知県宅老所・グループホーム連絡会、高知県介護支援専門員連絡協議会、高知県通所サー
ビス事業所連絡協議会、高知県ホームヘルパー連絡協議会
■保険者
高知県保険者協議会、高知県国民健康保険団体連合会、全国健康保険協会高知支部、健康保
険組合連合会高知連合会、高知県後期高齢者医療広域連合、警察共済組合高知県支部、高知
県市町村職員共済組合、公立学校共済組合高知支部、高知県医師国民健康保険組合
■経済団体等
高知県商工会議所連合会、高知県商工会連合会、高知県経営者協会、高知県中小企業団体中
央会、一般社団法人高知県建設業協会、高知県農業協同組合中央会、高知県森林組合連合会、
高知県漁業協同組合連合会、日本労働組合総連合会高知県連合会
■報道機関
株式会社高知新聞社、株式会社高知放送、株式会社テレビ高知、日本放送協会高知放送局、
高知さんさんテレビ株式会社、株式会社エフエム高知
■学識経験者
高知大学、高知県立大学、高知工科大学、高知学園短期大学
■教育関係団体
高知県小中学校長会、高知県高等学校長協会、高知県保幼小中高PTA連合体連絡協議会、高
知県学校保健会、高知県市町村教育委員会連合会、高知県私立中学高等学校連合会、
一般社団法人高知県専修学校各種学校連合会
■行政機関
高知労働局、四国厚生支局高知事務所、四国経済産業局、県内34市町村

  
 重点分野について次の取組を進めます
   ①進捗状況・課題の共有と対応策の実行
   ②県内外の先進的な取組の共有・横展開（意見交換会の開催など）
   ③県内の取組の県外への発信                  など

日時：H30.11.22（木）13:00～16:00
場所：三翠園 富士の間
名称：高知家健康会議2018 ～日本健康会議in高知～ 
講演：①「持続可能な社会保障にするために」
        公益社団法人日本医師会会長 日本健康会議共同代表 横倉義武氏
   ②「健康なまち・職場づくり宣言2020」の達成状況
      日本健康会議事務局長 渡辺俊介氏
   ③「健康なまち・職場づくりの課題と政策の方向性」
      厚生労働省大臣官房審議官 山本麻里氏
発表：①「健康経営の取組～ミタニ建設工業健康推進計画～」
      高知家健康経営アワード受賞企業 
      ミタニ建設工業株式会社 代表取締役社長 三谷剛平様
   ②「県民の健康寿命の延伸とＱＯＬの向上について
     ～高知県の医療費適正化に向けた取り組み～」
      高知県知事 尾﨑正直 
 

開催趣旨

参加団体

2018プログラム推進テーマ

×

 推進テーマに関連した次の取組を行います。
 （来年度以降、春、秋の年２回程度開催予定）
   ①高知県の現状・課題の共有と対応策の推進
   ②県内外の先進的な取組の共有・横展開（意見交換会の開催など）の推進
   ③県外への情報発信      など

今後の活動内容

※「日本健康会議」とは、少子高齢化が急速に進展する日本において、国民一人ひとりの健
康寿命延伸と適正な医療について、民間組織が連携し行政の全面支援のもと実効的な活動を
行うために組織された活動体(2015年7月発足)。経済団体、医療団体、保険者などの民間組
織や自治体が連携し、職場、地域で具体的な対応策を実現していくことを目的としています。


